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本
紙

号
外

第
五
二
四
三
号
か
ら

第
五
二
六
一
号
ま
で

第
二
〇
号
か
ら

第
三
九
号
ま
で

第
五
号
か
ら

第
六
号
ま
で

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

R
件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

S
件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。
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平成™™年š月Ÿ日 月曜日 (第œ™��号付録) ™月目録官 報

法

律

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

日

号
外

ペ
ー
ジ

一

地
方
交
付
税
法
及
び
特
別
会

計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律

三

二

二

雇
用
保
険
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律

三

二

政

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

六

防
衛
省
組
織
令
等
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

三

三

七

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執

行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

三

四

八

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関

す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

三

四

九

ゴ
ラ
ン
高
原
国
際
平
和
協
力

隊
の
設
置
等
に
関
す
る
政
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

三

四

一
〇

ハ
イ
チ
国
際
平
和
協
力
隊
の

設
置
等
に
関
す
る
政
令

五
特5

一

一
一

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

一
五

二

一
二

自
然
公
園
法
及
び
自
然
環
境

保
全
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る

政
令

一
五

二

一
三

自
然
公
園
法
施
行
令
及
び
自

然
環
境
保
全
法
施
行
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令

一
五

二

一
四

国
家
公
務
員
の
育
児
休
業
等

に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令

一
九

二

一
五

裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す

る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る

政
令

一
九

二

一
六

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
政

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
六

二

最

高

裁

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

一

民
事
執
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

二
四

一

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内
閣
府
、
法
務
省

三

社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関

す
る
命
令
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

二
二
34

一

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

六

接
続
料
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
21

一

七

複
合
型
居
住
施
設
に
お
け
る

必
要
と
さ
れ
る
防
火
安
全
性

能
を
有
す
る
消
防
の
用
に
供

す
る
設
備
等
に
関
す
る
省
令

五
24

二

八

消
防
法
施
行
規
則
及
び
特
定

共
同
住
宅
等
に
お
け
る
必
要

と
さ
れ
る
防
火
安
全
性
能
を

有
す
る
消
防
の
用
に
供
す
る

設
備
等
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

五
24

二

九

総
務
省
所
管
補
助
金
等
交
付

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

九

二

一
〇

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
38

二

一
一

電
気
通
信
主
任
技
術
者
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
38

四

一
二

工
事
担
任
者
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
六
38

七

〇
法

務

省

二

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
組

織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一

二

三

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六

五

四

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六

五

〇
財

務

省

四

口
座
振
替
に
よ
る
国
有
財
産

の
貸
付
料
の
納
付
手
続
の
特

例
に
関
す
る
省
令

一

二

五

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

〇
文
部
科
学
省

一

ス
ポ
ー
ツ
振
興
投
票
の
実
施

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

九

二

二

学
校
法
人
会
計
基
準
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
五

一

三

大
学
設
置
基
準
及
び
短
期
大

学
設
置
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
五

二

〇
厚
生
労
働
省

一
三

労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な

運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働

者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に

関
す
る
法
律
施
行
令
第
二
条

第
二
項
の
市
町
村
を
定
め
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一

二

一
四

職
業
能
力
開
発
促
進
法
第
四

十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る

指
定
試
験
機
関
の
指
定
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

一

二

一
五

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働

保
険
審
査
会
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三

五

一
六

雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

八

一

一
七

〃

一
二
28

一

一
八

水
質
基
準
に
関
す
る
省
令
等

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
七

二

˜
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